
11　法令に基づく引当金等の明細

 当事業年度は、法令に基づく引当金を設定していないため、記載を省略しております。

12　保証債務の明細

 当事業年度は、保証債務を有していないため、記載を省略しております。

13　資本金及び資本剰余金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,893,500 66,045,200 0 74,938,700

目的積立金及
び施設費を財
源とする固定
資産の購入

2,772,063 0 0 2,772,063 減資差益

11,665,563 66,045,200 0 77,710,763

△ 4,111,083,971 △ 106,622,883 △ 3,883,634 △ 4,213,823,220 特定の償却資産

△ 690,000 0 0 △ 690,000 特定の減損資産

△ 354,792,487 △ 3,883,672 0 △ 358,676,159 特定の除却資産

△ 4,454,900,895 △ 44,461,355 △ 3,883,634 △ 4,495,478,616

14　積立金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

21,576,963 8,196,875 0 29,773,838

2 0 0 2

21,576,965 8,196,875 0 29,773,840

（注）前期未処分利益の積立てにより増加しました。

15　目的積立金の取崩しの明細

 当事業年度は、目的積立金の取崩しをしていないため、記載を省略しております。

16　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位:円）

127,900,802 1,190,170,000 868,057,319 50,955,750 0 919,013,069 33,526,973 365,530,760

前中期目標期間繰越積立金

摘　要

（注）

区　分

通則法第44条１項の積立金

区　分

資本金
政府出資金

計

資本剰余金

資本剰余金

贈与資本剰余金

その他資本剰余金

計

減損損失相当累計額

除売却差額相当累計額

差　引　計

減価償却相当累計額

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額
引当金見返
との相殺額運営費

交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本
剰余金

小計
期末残高

合　計



（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

（単位:円）

費用

243,676,194 243,676,194

624,381,125 615,393,825

0 0

868,057,319 859,070,019

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

（単位:円）

振替額 振替額

（３）引当金見返との相殺額の明細

（単位:円）

相殺額

33,526,973

（４）運営費交付金債務残高の明細

（単位:円）

合　計 365,530,760

期間進行基
準を採用し
た業務に係
る分

0

費用進行基準による振替額

業務経費：243,469,740、退職手当：206,454

人件費：409,219,867、一般管理費：206,173,958

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

運営費
交付金収益

運営費交付金の主な使途

主な使途
区　分

50,955,750 66,045,200

合　計

・農業用水路（研究所水田）：26,298,800
・受変電設備（高圧ケーブル）：7,700,000
・飲料製品向け二酸化炭素及び
酸素同時測定装置：4,400,000

・基幹LANシステム用機器：5,445,000

主な使途

資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途

・特殊空調等設備：55,210,200
・受変電設備（変圧器）：10,835,000

賞与引当金見返：32,815,657
退職給付引当金見返：711,316

相殺額の内訳

引当金見返との相殺

その他 12,615,298
○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
・施設等資産の経年劣化による更新等に使用予定。

○翌事業年度への繰越額はありません。

費用進行基
準を採用し
た業務に係
る分

0 ○翌事業年度への繰越額はありません。

運営費交付
金債務残高

業務達成基
準を採用し
た業務に係
る分

使用見込み

○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
・令和５年度補正予算により措置された運営費交付金については、情報システムの整備等
に使用予定。

・研究機器等業務用資産の経年劣化による更新等に使用予定。
・中期目標期間内に退職した役職員へ支給する退職金に使用予定。

352,915,462




